
 

関西国際大学大学院学則 

第 1 章 総  則 

（目的） 

第１条 関西国際大学大学院（以下、「本大学院」という。）は、教育基本法及び学校教育法に基

づき、グローバルな視野に立った研究能力、専門的知識・技術を修得し、専門職業人として活

躍できる人材を育成することを目的とする。 

（人間行動学研究科の教育研究上の目的） 

第１条の２ 本大学院の人間行動学研究科人間行動学専攻は、現代社会の現状を把握し、ライフ

サイクルを通じた人間行動に関する諸課題を行動科学的な立場から探求し、それらの問題解決

に向け、研究能力と専門的技術を身に付けた人材を養成するとともに、それを可能とする学術

研究を行うことを目的とする。 

２ 本大学院の人間行動学研究科臨床教育学専攻は、複雑化する教育現場で活躍できる研究能力

と実践力を持ち、多様化する児童生徒に関する理解と支援に関し、専門性と実践力を持った人

材を養成するとともに、それを可能とする学術研究を行うことを目的とする。 

（看護学研究科の教育研究上の目的） 

第１条の３ 本大学院の看護学研究科看護学専攻博士前期課程は、看護実践に関する課題を明確

にし解決を目指すことができる研究能力と看護実践能力を有する指導的な人材を養成するとと

もに、それを可能とする学術研究を行うことを目的とする。 

２ 本大学院の看護学研究科看護学専攻博士後期課程は、豊かな学識と深い人間理解に基づき、

看護学の深奥を窮めることができる自律した教育研究者を育成することを目的とする。 

（自己評価等） 

第２条 本大学院は、教育及び研究水準の向上を図り、その目的及び社会的使命を達成するため、

教育研究活動等の状況について自ら点検及び評価を行うものとする。 

２ 前項に定める評価を行うにあたっての項目の設定、実施体制等については、別に定める。 

（課程） 

第３条 本大学院の課程は、修士課程及び博士課程を置く。 

（修業年限及び在学年限） 

第４条 博士課程の標準修業年限は５年とし、修士課程の標準修業年限は２年とする。また博士

課程は、標準修業年限２年の前期課程及び標準修業年限３年の後期課程に区分し、標準年限制

限２年の前期課程を修士課程とする。 

２ 学生は標準修業年限の２倍を超えて在学することはできない。 

３ 学生が職業を有している等の事情により，計画的な教育課程の履修が認められた者（以下「長

期履修学生」という。）は、前項の規定によらない。 

４ 長期履修学生に関して必要な事項については、別に定める。 



 

（研究科、専攻及び学生定員） 

第５条 本大学院において設置する研究科、専攻及びその学生定員は次のとおりとする。 

研究科名 専攻名 課程の区分 入学定員 収容定員 

人間行動学研究科 人間行動学専攻 修士課程 ８人 １６人 

臨床教育学専攻 修士課程 ８人 １６人 

看護学研究科 看護学専攻 博士前期課程 ６人 １２人 

  博士後期課程 ２人 ６人 

（看護学研究科博士前期課程修士論文コース及び専門看護師コース） 

第５条の２ 看護学研究科看護学専攻博士前期課程に修士論文コース及び専門看護師（以下「Ｃ

ＮＳ」という。）コースをおく。 

 

第２章 教員組織及び運営組織 

（研究科委員会） 

第６条 本大学院の研究科に研究科委員会を置く。 

２ 研究科委員会は、別に定める大学院担当教員選考基準により任用された教員をもって組織す

る。 

（研究科長） 

第７条 本大学院の研究科に研究科長をおく。 

２ 研究科長は、研究科の担当教員のうちから学長が指名し、研究科委員会の委員長となる。 

３ 研究科長の任期は２年とし、再任を妨げない。 

（研究科委員会の審議事項） 

第８条 研究科委員会は次の事項を審議する。 

（１）研究科の課程及び試験に関する事項 

（２）研究の指導及び論文の審査に関する事項 

（３）修士の学位の授与に関する事項 

（４）入学・転入学・再入学・転学・退学・休学・復学及び除籍に関する事項 

（５）研究科担当教員の任用及び昇任に関する事項 

（６）学則その他諸規程の改廃に関する事項 

（７）研究科担当教員の審査基準に関する事項 

（８）学生の厚生補導及びその身分に関する事項 

（９）その他大学院に関する事項 

 

 

第３章 学年、学期及び休業日 

（学年） 

第９条 本大学院の学年は毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終る。 



 

（学期） 

第１０条 学年を次の４学期に分ける。 

 春学期       ４月１日から７月３１日まで 

 夏学期（集中）   ８月１日から９月３０日まで 

秋学期      １０月１日から翌年１月３１日まで 

冬学期（集中）   ２月１日から３月３１日まで 

（休業日） 

第１１条 休業日は、次のとおりとする 

（１）日曜日 

（２）国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に規定する休日 

（３）夏期休業日８月１日から８月３１日まで 

（４）冬期休業日１２月２４日から翌年１月６日まで 

（５）春期休業日３月２１日から３月３１日まで 

２ 必要がある場合、学長は、前項の休業日を臨時に変更することができる。 

３ 第１項に定めるもののほか、学長は、臨時の休業日を定めることができる。 

４ 特別の必要がある場合は、休業中でも授業、実験又は実習を行うことができる。 

 

第４章 入学・転入学・再入学・転学・退学・休学・復学及び除籍 

（入学の時期） 

第１２条 入学の時期は、春学期または秋学期の始めとする。 

（入学資格） 

第１３条 本大学院に入学することのできる者は、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

（１）大学を卒業した者 

（２）外国において、学校教育における 16 年の課程を修した者又はこれに準ずる者で文部科学

大臣の指定した者 

（３）文部科学大臣の指定した者 

（４）本大学院において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学力が

あると認めたもの 

（５）その他本大学院において、大学を卒業した者と同等以上の学力があると認めたもの 

（入学の出願） 

第１４条 本大学院に入学を志願する者は、本大学院所定の書類に入学検定料を添えて提出しな

ければならない。 

２ その他提出の時期、方法、提出すべき書類等については、別に定める。 

（入学者の選考） 

第１５条 前条の入学志願者に対しては課程を治めるに必要な学力、人物及び健康状態について

当該研究科委員会で選考の上、学長が入学を許可する。 

（転入学） 

第１６条 他の大学院に在学する者で、本大学院に転入学を志願するものがあるときは、欠員の



 

ある場合に限り、研究科委員会で選考の上、学長がこれを許可することがある。 

２ 前項の規定により転入学を志願する者は、在籍する大学院の学長又は当該研究科の長の許可

書を願書に添付しなければならない。 

３ 入学を許可された者の既に習得した授業科目の履修単位数の取扱いについては、研究科委員

会の議を経て、学長が決定する。 

（再入学） 

第１７条 本大学院に再入学を志願する者があるときは、欠員のある場合に限り、研究科委員会

で選考の上、学長がこれを許可することがある。 

２ 前項により入学を許可された者の既修得単位の取扱い並びに在学年限については、研究科委

員会の議を経て、学長が決定する。 

３ 再入学に関して必要な事項は別に定める。 

（入学手続き及び入学許可） 

第１８条 入学を許可された者は所定の期日までに誓約書、身元保証書その他本大学院所定の書

類を提出するとともに、所定の納付金を納入しなければならない。 

２ 学長は、前項の入学手続きを完了した者に入学を許可する。 

（転学） 

第１９条 本大学院の在籍者で他の大学院に転学を希望する者があるときは、やむを得ない事情

のある場合に限り、許可することがある。 

（退学） 

第２０条 退学しようとする者は、所定の用紙にその理由を記入し、願い出て、学長の許可を受

けなければならない。 

（休学） 

第２１条 疾病その他やむを得ない事情により３ヵ月以上修学することのできない者は、所定の

用紙にその理由を記入し、学長の許可を受けなければならない。 

２ 疾病のため修学することが適当でないと認められる者については、学長は休学を命ずること

ができる。 

（休学の期間） 

第２２条 休学の期間は１年を超えることができない。ただし特別の事由がある場合は、引き続

き更に１年を限度として延長を認めることができる。 

２ 休学の期間は通算して２年を超えることができない。 

３ 休学の期間は第４条第２項の在学年限に算入しない。 

（復学） 

第２３条 休学期間中にその理由が消滅した場合は、所定の用紙にその理由を記入し、学長の許

可を得て復学することができる。 

（除籍） 

第２４条 次の各号のいずれかに該当する者は、研究科委員会の議を経て学長が除籍する。 

（１）第４条第２項に定める在学年限を超えた者（ただし、第 4 条第 3 項に規定する長期履修

学生を除く。） 



 

（２）第２２条第２項に定める休学の期間を超えてなお修学できない者 

（３）授業料等の納入を怠り、督促してもなお納入しない者 

（４）長期にわたり行方不明の者 

（５）研究科委員会において修業の見込みがないと認めた者 

２ 除籍となった者の復籍については別に定める。 

 

第５章 教育課程及び履修方法等 

（授業科目及び履修方法） 

第２５条 各研究科に課する授業科目、単位数及び履修方法は、別表１のとおりとする。 

（単位の計算方法) 

第２５条の２ 各授業科目の単位数は、１単位の授業科目を 45 時間の学修を必要とする内容をも

って構成することを標準とし、25 条の 3 に規定する授業の方法に応じ、当該授業による教育効

果、授業時間外に必要な学習等を考慮して、おおむね 15 時間から 45 時間までの範囲で本大学

院が定める時間の授業をもって１単位として単位数を計算するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、別に定める授業科目についてはこれらの学修の成果に対し単位を

与えることがある。 

（授業の方法） 

第２５条の３ 授業は、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより又はこれらの併

用により行うものとする。 

２ 文部科学大臣が別に定めるところにより、授業を、多様なメディアを高度に利用して、当該

授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。 

３ 第１項の授業を、外国において履修させることができる。第２項の規定により、多様なメデ

ィアを高度に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させる場合についても、同様

とする。 

４ 文部科学大臣が別に定めるところにより、第１項の授業の一部を、校舎及び附属施設以外の

場所で行うことができる。 

（１年の授業期間） 

第２６条 １年間の授業を行う期間は、35 週にわたることを原則とする。 

（各授業科目の授業期間） 

第２６条の２ 各授業科目の授業は、十分な教育効果を上げることができるよう、8 週、10 週、

15 週その他の本大学院が定める適切な期間を単位として行うものとする。 

（授業を行う学生数） 

第２６条の３ 一の授業科目について同時に授業を行う学生数は、授業の方法及び施設、設備そ

の他の教育上の諸条件を考慮して、教育効果を十分に上げられるような適当な人数とするもの

とする。 

（研究指導） 

第２７条 研究科委員会は、学生の研究を指導するため、学生ごとに指導教員を定める。 

（他の大学院及び本学学部の授業科目の履修） 



 

第２８条  研究科委員会において、教育上有益と認めるときは、他の大学の大学院及び本学学部

の授業科目を履修することを許可することがある。 

２ 前項の規定により他の大学の大学院で履修した授業科目の修得単位は、研究科委員会で認め

る場合に限り、１５単位を超えない範囲で、本大学院において取得したものとみなすことができ

る。 

３ 第１項の規定により本学学部の授業科目の履修に関して必要な事項は、別に定める。 

（入学前の既修得単位の選定） 

第２９条 研究科委員会において、教育上有益と認めるときは、学生が本大学院に入学する前に、

大学院において履修した授業科目について修得した単位（科目等履修生として修得した単位を

含む。）については、１５単位を超えない範囲で、本大学院で修得したものとみなすことができ

る。 

（他大学院及び入学前の期修得単位数の加算上限 

第２９条の２ 第２８条第２項及び第２９条の規定により修得した単位を、本大学院において修

得したとみなすことのできる単位は、合わせて２０単位を超えないものとする。 

（単位修得の認定） 

第３０条 単位修得の認定は、学生の試験又は研究報告の成績により、担当教員が行うものとす

る。 

２ 合格した授業科目については、所定の単位を与える。 

（論文の審査及び最終試験） 

第３１条 論文の審査及び最終試験の方法については、別に定める。 

 （授業科目の配当年次等） 

第３２条 本章に規定するほか授業科目の配当年次等、履修すべき科目等履修に必要な事項は、

別に定める。 

 

第６章 課程修了の要件等 

（課程修了の要件） 

第３３条 課程修了の要件は、大学院に２年以上在学し、３０単位以上を習得し、かつ必要な研

究指導を受けた上、修士論文（以下「論文」という。）の審査及び最終試験に合格することとす

る。 

２ ＣＮＳコースにあっては、修士論文の審査を特定の課題についての研究（以下「課題研究」

という。）の成果の審査に代えることができる。 

３ 臨床教育学専攻にあっては、修士論文の審査を教育現場等における実践的課題についての研

究（以下「実践課題研究」という。）の成果の審査に代えることができる。 

４ 博士後期課程修了の要件は、後期課程に３年以上在学し、１４単位以上を修得し、かつ必要

な研究指導を受けた上、博士論文の審査及び最終試験に合格することとする。 

（課程修了の認定） 

第３４条 本大学院学則に定める授業科目及び単位数を修得した者については、研究科委員会の

議を経て、学長が認定する。 



 

２ 課程修了の期日は、３月３１日又は９月３０日とする。 

（学位の授与） 

第３５条 学長は、課程修了の認定を受けた者に対して、学位を授与する。 

２ 本大学院において授与する学位ならびに学位授与の手続きについては、別に定める。 

（免許状・資格の種類） 

第３６条 本大学院において取得することができる免許状及び資格の種類については、別に定め

る。 

（教員免許状の取得） 

第３７条 本大学院において授与資格を取得することができる教員免許状の種類は、次のとおり

とする。 

  人間行動学研究科 臨床教育学専攻 … 中学校教諭専修免許状・社会 

                                 高等学校教諭専修免許状・公民 

中学校教諭専修免許状・英語 

                                         高等学校教諭専修免許状・英語 

                                     幼稚園教諭専修免許状 

                                     小学校教諭専修免許状 

２  本大学院において、幼稚園教諭一種免許状を有する者で、幼稚園教諭専修免許状授与の所要

資格を取得しようとする場合、小学校教諭一種免許状を有する者で、小学校教諭専修免許状授

与の所要資格を取得しようとする場合、中学校教諭一種免許状を有する者で、当該教科の中学

校教諭専修免許状授与の所要資格を取得しようとする場合、また、高等学校教諭一種免許状を

有する者で、当該免許教科の高等学校教諭専修免許状授与の所要資格を取得しようとする場合

は、別表２に掲げる授業科目について 24 単位以上を修得しなければならない。 

３ 教員免許状の授与資格を取得しようとする者は、別に定める履修料及び教育実習費を納入し

なければならない。 

４  その他、教員免許状の授与資格を取得するために必要な事項は、別に定める。 

 

第７章 入学検定料、入学金、授業料等納付金 

（入学検定料等の金額） 

第３８条 本大学院の入学検定料、入学金、授業料等の金額は次のとおりとする。 

研究科 入学検定料 
学    費 

入学金 授業料（年額） 

人間行動学 

研究科 

円 

35,000 

円 

200,000 

円 

720,000 

看護学研究科 35,000 200,000 900,000 

 

 

（長期履修学生の授業料等の金額） 



 

第３８条の２ 前条の定めにかかわらず、長期履修学生の修了に必要な授業料の総額と履修期間

による授業料の各年の金額は次のとおりとする。 

研究科・課程 修了に必要な 

授業料総額 

履修期間による授業料の年額 

3 年 4 年 5 年 

 

人間行動学研究科修士課程 

円 

1,440,000 

円 

480,000 

円 

360,000 

円 

288,000 

看護学研究科(前期課程) 1,800,000 600,000 450,000 360,000 

看護学研究科(後期課程) 2,700,000 900,000 675,000 540,000 

２ 長期履修期間を入学後に変更した場合には、修了までに必要な授業料総額から既納入額を差

し引いた金額を、修了までに残る修学年数で均等按分した金額を、当年度に納入すべき授業料と

する。その際、1000 円未満の端数は、変更初年度に納入するものとする。 

（授業料等の納入期） 

第３９条 授業料等は年額の２分の１ずつを次の２期に分けて納入しなければならない。 

 区分 納入期  

１期（４月から９月まで） 

２期（10 月から翌年３月まで） 

４月中 

10 月中 

２ やむを得ない事情によって、授業料等の分納･延納を希望する学生の取扱いについては、別に

定める。 

（退学及び停学の場合の授業料等） 

第４０条 学期の中途で退学し又は停学となった者の当該納入期分の授業料は納入しなければな

らない。 

２ 停学期間中の授業料は納入しなければならない。 

（休学の場合の授業料等） 

第４１条 休学を許可され又は命ぜられた者については、休学した月の翌月から復学した月の前

月までの期間、授業料の半額を納入するものとする。ただし、この場合の授業料の額は、第 38

条に定める授業料（年額）の 12 分の１をもって月額として算定する。 

（復学の場合の授業料等） 

第４２条 復学を許可された者については、復学した月から授業料等を納入するものとする。た

だし、この場合の授業料等の額は、第 38 条に定める授業料等（年額）の 12 分の１をもって月

額として算定する。 

（学年の中途で修了する場合の授業料等） 

第４３条 学年の中途で修了する者は、修了する見込みの月までの授業料等を納入するものとす

る。ただし、この場合の授業料等の額は、第４２条但書に準ずるものとする。 

（納入した授業料等） 

第４４条 納入した入学検定料、入学金及び授業料等は、原則として返還しない。 

 

第８章 研究生、科目等履修生及び外国人留学生 



 

（研究生） 

第４５条 本大学院において特定の事項について研究をすることを志願する者があるときは、選

考の上、研究生として入学を許可することがある。 

２ その他、研究生に関し必要な事項は、別に定める。 

（科目等履修生） 

第４６条 本大学院において特定の課題について研究することを志望する者があるときは、本大

学院の教育研究に支障がない限り、研究科委員会で選考の上、科目等履修生として在籍を許可

することがある。 

２ 科目等履修生が受講した授業科目について試験を受け、これに合格した場合は、所定の単位

を与える。 

３ 科目等履修生の履修料については、別に定める。 

４ その他、科目等履修生に関して必要な事項は、別に定める。 

（外国人留学生） 

第４７条 外国人で、本大学院に入学を志願する者があるときは、研究科委員会で選考の上、外

国人留学生として入学を許可することがある。 

２ その他、外国人留学生について必要な事項は、別に定める。 

 

第９章 特別の課程 

（履修証明プログラム） 

第４７条の２ 本大学院に、本大学院の学生以外の者を対象とした学校教育法第 105 条に規定す

る特別の課程として、履修証明プログラムを編成することができる。 

２ 本大学院が教育上有益と認めるときは，学生が本大学院に入学する前に履修証明プログラム

の履修により修得した単位を，15 単位を超えない範囲で，本大学院における授業科目の履修に

より修得したものとみなすことができる。 

３ 本大学院が教育上有益と認めるときは，学生が本大学院に入学した後に行う履修証明プログ

ラムにおける学修を，当該大学院における授業科目の履修とみなし，15 単位を超えない範囲で，

本大学院の定めるところにより単位を与えることができる。 

４ 第２項及び第３項の規定により修得した単位を、本大学院において修得したとみなすことの

できる単位は、合わせて 20 単位を超えないものとする。 

５ 履修証明プログラムの検定料等納付金は、別に定める。 

６ その他、履修証明プログラムに関し必要な事項は、別に定める。 

 

第１０章 賞  罰 

（表彰） 

第４８条 学生として表彰に値する行為があった者は、研究科委員会の議を経て学長が表彰する。 

（罰則） 

第４９条 本大学院の規則、命令に違反し、又は学生としての本分に反する行為をした者は、そ

の軽重に従い、研究科委員会の議を経て、学長が懲戒する。 



 

２ 前項の懲戒の種類は、退学、停学及び訓告とする。 

３ 前項の退学は次の各号のいずれかに該当する学生に対して行う。 

 

（１）性行不良で改善の見込みがないと認められる者 

（２）学力劣等で成業の見込みがないと認められる者 

（３）正当な理由なくして出席常でない者 

（４）本大学院の秩序を乱し、その他学生としての本分に著しく反した者 

 

第１１章 授業時間 

（授業時間） 

第５０条 授業時間は、関西国際大学履修規程第５条の２の規定を準用する。 

ただし、６時限目以降の授業については、次のとおりとする。 

 ６時限目 １８：３０～２０：００ 

 ７時限目 ２０：１０～２１：４０ 

 

第１２章 休講の取扱 

（休講） 

第５１条 休講には学校行事による場合、授業担当者の学会出席等による場合、台風、災害およ

び交通機関の運転中止による場合等がある。 

２ 休講は、原則として補講を行う。 

３ 第 1 項の休講の理由による場合であっても、第２５条の３第２項に定める授業の方法により、

授業を行うことができる。 

（緊急時の取扱い） 

第５２条 警報発令、災害および交通機関の運転中止等による緊急時の措置については、関西国

際大学履修規程第１２条から第１２条の３までの規定を準用する。 

ただし、６時限目以降の授業については、次のとおりとする。 

① 午後４時３０分時点で警報が解除された場合および運休が解除された場合、平常どおり６

時限目以降の授業を実施する 

② 午後４時３０分時点で警報が発令されている場合および運休が解除されていない場合、６

時限目以降の授業を実施しない 

 

附 則 

この学則は、平成 17 年 4 月 1 日から施行する。 

  附 則 

この学則は、平成 18 年 4 月 1 日から施行する。 

   附 則 

この学則は、平成 19 年 12 月 1 日から施行する。 

附 則 



 

1   この学則は、平成 20 年 4 月 1 日から施行する。 

2   第 38 条に規定する授業料等の額は、平成 20 年度入学生から適用するものとし、それ以前

の入学生については当該入学年度の学則を適用する。 

附 則 

この学則は、平成 22 年 4 月 1 日から施行する。 

  附 則 

この学則は、平成 23 年 4 月 1 日から施行する。 

  附 則 

この学則は、平成 24 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成 26 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成 27 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成 28 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成 30 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成 31 年 4 月 1 日より施行する。 

附 則 

この学則は、2020（令和 2）年 4 月 1 日より施行する。 

附 則 

この学則は、2021（令和 3）年 4 月 1 日より施行する。 

附 則 

この学則は、2022（令和 4）年 4 月 1 日より施行する。 

附 則 

この学則は、2023（令和 5）年 4 月 1 日より施行する。 



（別表第１－1）

大学院　人間行動学研究科人間行動学専攻

必修 選択

人間行動学特論 2

心理学特論 2

社会学特論Ⅰ 2

教育学特論Ⅰ 2

臨床心理学特論Ⅰ 2

臨床心理学特論Ⅱ 2

臨床教育学特論Ⅰ 2

臨床教育学特論Ⅱ 2

特別支援教育特論 2

発達障害教育特論 2

人間行動学演習 4

心理学研究法特論 2

臨床心理学研究法特論 2

認知心理学特論 2

生理心理学特論 2

犯罪心理学特論 2

環境心理学特論 2

精神医学特論 2

心身医学特論 2

心理療法特論 2

投影法特論Ⅰ 2

投影法特論Ⅱ 2

臨床心理面接特論Ⅰ 2

臨床心理面接特論Ⅱ 2

臨床心理査定演習Ⅰ 2

臨床心理査定演習Ⅱ 2

学校臨床心理学特論 2

グループアプローチ特論 2

家族関係特論 2

教育社会学特論 2

障害者教育特論 2

特別支援教育実践研究 2

教育環境学特論 2

教職特別研究特論 2

教育制度学特論 2

発達心理学特論 2

人財育成論 2

学級経営学特論 2

卒業要件単位数 備　考

基

礎

科

目

基

幹

科

目

授業科目の名称
単位数

８単位以上

１０単位以上



（別表第１－1）

大学院　人間行動学研究科人間行動学専攻

必修 選択
卒業要件単位数 備　考授業科目の名称

単位数

社会統計学特論 2

産業心理学特論 2

健康心理学特論 2

修士論文指導 8

臨床心理基礎実習 2

臨床心理実習Ⅰ（心理実践実習） 1

臨床心理実習Ⅱ 1

臨床心理実践基礎実習（心理実践実習） 3

臨床心理実践実習（心理実践実習） 6

社会調査法 2

データ分析法 2

社会調査実習 1

発達障害教育特別演習Ⅰ 2

発達障害教育特別演習Ⅱ 2

フィールド演習Ⅰ 2

フィールド演習Ⅱ 4

スクールインターンシップ 2

展

開

科

目

１２単位以上



（別表第１－２）

大学院　人間行動学研究科臨床教育学専攻

必修 選択

人間行動学特論 2

心理学特論 2

社会学特論Ⅰ 2

教育学特論Ⅰ 2

臨床教育学特論Ⅰ 2

臨床教育学特論Ⅱ 2

特別支援教育特論 2

発達障害教育特論 2

学校･園におけるマネジメントの理解と実践 2

幼小連携・持続特論 2

学校･園における危機管理Ⅰ 2

学校･園における危機管理Ⅱ 2

言語習得特論Ⅰ 2

人間行動学演習 4

教育社会学特論 2

障害者教育特論 2

特別支援教育実践研究 2

教育環境学特論 2

幼児教育における情報管理論 2

幼児教育における情報活用論 2

教職特別研究特論 2

教育制度学特論 2

発達心理学特論 2

人財育成論 2

学級経営学特論 2

社会統計学特論 2

言語習得特論Ⅱ 2

修士論文指導 8

実践課題研究指導 8

発達障害教育特別演習Ⅰ 2

発達障害教育特別演習Ⅱ 2

フィールド演習Ⅰ 2

フィールド演習Ⅱ 4

スクールインターンシップ 2

卒業要件単位数 備　考

基

礎

科

目

基

幹

科

目

展

開

科

目

授業科目の名称
単位数

８単位以上

１０単位以上

１２単位以上

選択必修８単位



（別表第１－３）

大学院　看護学研究科看護学専攻博士前期課程

必修 選択

看護理論 2

看護倫理 2

看護マネジメント論 2

看護研究方法論 2

保健・医療・福祉政策特論 2

フィジカルアセスメントⅠ 2

フィジカルアセスメントⅡ 2

病態生理学Ⅰ 2

病態生理学Ⅱ 2

臨床薬理学 2

コンサルテーション論 2

看護教育論 2

統計学 2

基礎看護学特論 2

基礎看護学演習 8

急性看護学特論 2

急性看護学援助特論Ⅰ 2 ＣＮＳコース

急性看護学援助特論Ⅱ 2 ＣＮＳコース

急性看護学演習 8 修士論文コース

急性看護学演習Ⅰ 2 ＣＮＳコース

急性看護学演習Ⅱ 2 ＣＮＳコース

急性看護学実習Ⅰ 2 ＣＮＳコース

急性看護学実習Ⅱ 2 ＣＮＳコース

急性看護学実習Ⅲ 6 ＣＮＳコース

慢性看護学特論 2

慢性看護学演習 8

がん看護学特論 2

がん看護学演習 8

精神看護学特論 2

精神看護学演習 8

共

通

科

目

専

門

科

目

基

盤

看

護

学

修士論文コース

授業科目の名称
単位数

卒業要件単位数 備　考

療

養

支

援

看

護

学

急

性

看

護

学

慢

性

看

護

学

が

ん

看

護

学

精

神

看

護

学

１０単位以上

各特論科目か

ら２単位（１

科目）以上

各実習及び

演習から８単

位以上

３０単位以上



（別表第１－３）

大学院　看護学研究科看護学専攻博士前期課程

必修 選択
授業科目の名称

単位数
卒業要件単位数 備　考

小児看護学特論 2

小児看護学演習 8

母性看護学特論 2

助産看護学特論 2

母性・助産看護学演習 8

老年看護学特論 2

老年看護学演習 8

在宅看護学特論 2

在宅看護学演習 8

公衆衛生看護学特論 2

公衆衛生看護学演習 8

国際看護学特論 2

国際看護学演習 8

課題研究 2 CNSコース

特別研究 8 修士論文コース

在

宅

・

公

衆

衛

生

看

護

学

専

門

科

目

家

族

支

援

看

護

学

小

児

看

護

学

母

性

・

助

産

看

護

学

生

活

支

援

看

護

学

老

年

看

護

学

選択必修



（別表第１－４）

大学院　看護学研究科看護学専攻博士後期課程

必修 選択

看護学研究方法論 2

心理学研究方法応用論（看護学的研究） 2

看護学教育論 2

看護学教育演習 2

療養支援看護学特論 2

家族支援看護学特論 2

生活支援看護学特論 2

特別研究Ⅰ 4

特別研究Ⅱ 4

生

活

支

援

看

護

学

特

別

研

究

授業科目の名称
単位数

卒業要件単位数 備　考

共

通

科

目

専

門

科

目

療

養

支

援

看

護

学

家

族

支

援

看

護

学

１４単位以上

４単位以上

２単位以上



必修科目 選択科目 必修 選択 開講年次

教職特別研究特論 2 1年春

幼稚園 教育学特論Ⅰ 2 1年春

専修免許 発達心理学特論 2 1･2年春

教育社会学特論 2 1･2年春

小学校 教育制度学特論 2 1･2年春

専修免許 教育環境学特論 2 1･2年秋

人財育成論 2 1･2年秋

中学校 学級経営学特論 2 1･2年秋

専修免許 臨床教育学特論 2 1･2年秋

(社会) 特別支援教育特論 2 1年春

発達障害教育特論 2 1年秋

高校 障害者教育特論 2 1･2年秋

専修免許 特別支援教育実践研究 2 1･2年秋

(公民) 発達障害教育特別演習Ⅰ 2 2年春

発達障害教育特別演習Ⅱ 2 2年秋

中学校 スクールインターンシップ 2 2年通年

専修免許

(英語)

高校

専修免許

（英語）

(別表第２-１)

教員免許課程科目(人間行動学研究科人間行動学専攻)

（削除）

(別表第２-２)

教員免許課程科目(人間行動学研究科臨床教育学専攻)

大

学

が

独

自

に

設

定

す

る

科

目

24

授業科目 単位数
免許状

の種類

最低

履修

単位数

本学開講の関連科目・単位数及び開講年次開講年次
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